津和野町子育てサービス関係スタートアップ支援事業補助金交付要綱をここに公布する。
令和６年７月２日
津和野町長　下森　博之
津和野町告示第69号
津和野町子育てサービス関係スタートアップ支援事業補助金交付要綱
（目的）
第1条  この要綱は、津和野町における少子化の改善と保育環境の充実を図るため、津和野町内において家事代行サービス業、ハウスキーパー業及び認可外の居宅訪問型保育事業（ベビーシッター）等町内の子育て世帯を支援するための事業分野にスタートアップ支援事業を行おうとする法人、個人事業者を支援するため、予算の範囲内において津和野町子育てサービス関係スタートアップ支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に関しては津和野町補助金等交付規則（平成17年津和野町規則第38号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。
（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
（1） スタートアップ支援事業　創業もしくは既存の会社が新分野を開設することを支援する事業のことをいう。
（2） 家事代行サービス業　事業者がスタッフと業務委託契約を締結したうえで依頼主が必要とする場所にスタッフを派遣する形で行われるサービス事業をいう。
（３）  ハウスキーパー業　スタッフ自身と依頼主の間に事業者を介さずに依頼主が必要とする場所にスタッフが訪問する形で行われるサービス事業をいう。
（４）  認可外の居宅訪問型保育事業（以下「ベビーシッター業」という。）　児童福祉法（昭和22年法律第164号（以下「法」という。））第34条の15第２項に規定する事業をいう。
（交付対象者）

第３条  補助金の交付の対象となる事業者（以下「交付対象者」という。）は、次に掲げる要件のすべてを満たす者とする。
（1）  津和野町内において少子化の改善と保育環境の充実を図ることを主たる目的として、前条に規定する事業所等の設置または新事業を計画する法人及び個人事業者であること。
（2）  事業実施にあたっては、法令を遵守し、トラブル等に関し真摯に取り組むこと。
（3）  納期の到来した町税等を完納し、若しくは税務担当課等と納付についての協議を   実施し、納税等に関する計画を適正に履行している法人及び個人事業者であること。
（4）  暴力団等の反社会的勢力との関係を有していない法人及び個人事業者であること。
（5） 社会通念上不適切であると判断される事業所等でないこと。
（補助対象費用）

第４条　補助金の交付対象となる費用（以下「補助対象費用」という。）は、次の各号のとおりとする。ただし、事業所等の借り上げ料を経費として計上する場合は、事業開始日から12月以内の経費を限度とする。
（1）  スタートアップ支援事業に際して必要となる事務所等の取得及び改装・借上に係る費用
（2）  スタートアップ支援事業に際して必要となる機器の購入及び借上費用
（3）  スタートアップ支援事業に際して必要となる事務用品の購入費用
（4）  スタートアップ支援事業に際して必要となる登記等の費用
（5）  スタートアップ支援事業に際して必要となるホームページの開設及び職員募集等に係るＰＲ費用
（6）  その他スタートアップ支援事業に際して町長が認めた費用

（補助金の額）

第５条　補助金の額は、事業実施計画に基づきスタートアップ支援事業に際して必要とされる前条に規定する補助対象経費（消費税額は含まないものとする。）の10分の10以内とする。ただし、１法人及び１個人事業者の受け取ることのできる補助対象経費の上限額は、400万円とする。
（補助金の申請）

第６条　補助金の申請は、１法人及び1個人事業者（同列会社に関しても１事業所のみとする。）につき１回限りとし、補助金の交付を受けようとする交付対象者（以下「申請者」という。）は、津和野町子育てサービス関係スタートアップ支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて、事業を始める14日前までに、津和野町商工会(以下「商工会」という。)を通じて町長に提出しなければならない。
（１）　事業計画書(様式第２号)
(２)　 津和野町に滞納していないことがわかる納税証明書（事業者等の代表者分に係るもの。ただし、法人の場合は法人分を含む。）
（３）　補助対象経費の明細書類の写し
（４）　レンタル等に係る契約書の写し
（５）　振込先口座のわかる通帳等の写し
（６）　暴力団等の反社会的勢力との関係を有していないことの宣誓書(様式第３号)
（７）　その他町長が必要と認めた書類

（補助金の交付決定）
第７条　町長は、前条による申請があった場合は、申請内容等に関する審査を行い交付の可否を決定するものとする。
２　町長は、前項の交付決定を行った場合は、申請者に対し速やかに津和野町子育てサービス関係スタートアップ支援事業補助金交付決定（却下）通知書（様式第４号）により通知するものとする。
　（実績報告）
第８条　前条に規定する補助金の交付決定通知を受けた申請者は、補助事業の完了後速やかに津和野町子育てサービス関係スタートアップ支援事業補助金実績報告書（様式第５号）に次の各号に掲げる書類を添えて、事業の完了から１月以内もしくは申請年度の３月末日までのいずれか早い時期に町長に提出しなければならない。
（1）  事業実績書(様式第６号)
（2）  補助事業に要した経費を明らかにする書類
（3）  事業の実施及び完成を証する写真
（4）  ホームページの開設やＰＲを実施したことがわかる資料

（5）  その他町長が必要と認める書類

　（補助金額の確定）
第９条　町長は、前条に規定する津和野町子育てサービス関係スタートアップ支援事業補助金実績報告書の提出があったときは、事業の内容を審査し速やかに補助金の交付額を確定し、その結果を津和野町子育てサービス関係スタートアップ支援事業補助金確定通知書（様式第７号）により申請者に通知しなければならない。

（補助金の請求）

第10条　前条に規定する通知を受けた申請者は、津和野町子育てサービス関係スタートアップ支援事業補助金請求書（様式第８号）を町長に提出しなければならない。
２　町長は、前項の請求が適切であると認めたときは、速やかに補助金を交付するものとする。
（状況報告及び調査等）
第11条　町長は、必要があると認めるときは、申請者に対し、実施状況等についての報告を求め、必要な指摘を実施し、又は調査を行うことができる。
　（申請者の義務）

第12条　申請者は、補助金の交付決定後５年間は第１条に規定する補助の目的を達するため、事業の継続に真摯に努めなければならない。ただし、特別な理由があると認められる場合はこの限りではない。

（交付決定の取消し）
第13条　町長は、申請者が次の各号に該当する場合には、第７条に規定する補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
（１）　申請者が、法令又は本要綱の規定に違反したとき
（２）　申請者の申請書類の内容に虚偽があるとき
（３）　申請時に宣誓した内容を違反したとき
（補助金の返還）
第14条　町長は、前条の取り消しを行った場合において、既に交付した補助金の一部又は全部を期限を決めて返還させることができる。ただし、次に掲げる事項のいずれかに該当するときは、補助金の一部又は全部の返還を免除することができる。
（１） 申請者が死亡したとき
（２） 災害、倒産等の事由により事業を継続することができない場合、もしくは、申請者が疾病その他やむを得ない理由により、補助金を返還することが著しく困難であると認められるとき
　（委任）
第15条　この告示に定めるもののほか、補助金の交付に必要な事項は、町長が別に定める。
附　則
１　この告示は、公布の日から施行し、令和６年７月１日から適用する。
２　この告示は、令和８年３月31日限り、その効力を失う。
